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2．海洋環境と生態系への配慮 

概要 

操業域の環境・生態系情報、科学調査、モニタリング(2.1) 

 東シナ海においてトラフグを漁獲する漁業による生態系への影響の把握に必要となる情報

について、東シナ海は、我が国周辺の多獲性浮魚類の重要な産卵海域、及び育成場であるこ

とから海洋環境と生態系、魚類生産に関する研究の歴史は古い(2.1.1 4 点)。生態系モデリ

ングに関する研究は未着手であるが、海洋環境及び漁業資源に関する調査が水産研究・教育

機構(以下、水産機構)、関係県の調査船によって毎年実施されている(2.1.2 4 点)。統計法

に則り行政機関により県別・漁業種類別・魚種別漁獲量等は調査され公表されているが、混

獲や漁獲物組成に関する情報は十分得られていない(2.1.3 3 点)。 

同時漁獲種への影響(2.2) 

評価対象種を漁獲する漁業による他魚種への影響について、混獲利用種は、はえ縄はサバ

フグ、マフグとし CA評価の結果、資源状態は懸念される状態と考えられた。釣りは魚種に対

する選択制が強い漁法であると考えられるため、他魚種への影響は軽微と考えた。小型底び

き網漁業(以下、小底)ではマダイ、チダイ・キダイ、コウイカ、シログチ、タマガンゾウビラ

メ、メイタガレイ、カワハギ、コモンサカタザメ、アカエイ、トカゲエソ、コクチフサカサ

ゴ、オニオコゼ、トカゲゴチ、マアジ、シロギス、ヒメジ、ヒラメ、ウマヅラハギ、コモンフ

グとしたが、そのうちウマヅラハギ、かれい類、えそ類、かさご類、こういか類、その他ふぐ

類では資源が懸念される状態にあった。小型定置網ではマアジ、ブリ、アオリイカ、さば類、

アカエイ、マダイ、ヒラメ、カワハギ、コモンフグ、カタクチイワシ、スズキ、ムツ、ショウ

サイフグとしたが、そのうちカタクチイワシ、その他ふぐ類の資源が懸念される状態であっ

た(2.2.1 はえ縄 2点、釣り 4点、小底 2 点、小型定置網 3点、総合評価 2.5 点)。混獲非利用

種については、はえ縄、釣りは漁具の選択性が比較的高いと考えられることから目立った混

獲非利用種はないと考えた。小底はミノカサゴ、テンジクダイ、クラカケトラギスとしたが、

いずれの種も混獲のリスクは低いという結果であった。小型定置網はゴンズイ、ネンブツダ

イ、クサフグ、ミズクラゲとしたが、いずれも混獲のリスクは低いという評価であった(2.2.2

はえ縄､釣り､小底､小型定置網 4点､総合評価は 4点)。対象海域に分布する希少種のうち、ア

カウミガメとアオウミガメに中程度の影響リスクが認められたが全体としては低いと考えら

れた(2.2.3 4 点)。 

海洋環境・生態系への影響(2.3) 

食物網を通じたトラフグ漁獲の間接影響については、トラフグは毒を有する魚であるため、

捕食者はほぼ存在しないのではないかと考えられる(2.3.1.1 5 点)。餌生物としては、カタ
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クチイワシ、マイワシ等の魚類、えび類、かに類が挙げられる。トラフグがトップダウン的

にいわし類の資源変動を引き起こしている可能性は低いと考えられる。トラフグと資源変動

との関係は不明であるが、かに類の漁獲量が減少傾向であった(2.3.1.2 3 点)。競争種は近

縁のサバフグ、マフグとした。これらの種はトラフグ同様、減少傾向と見られた(2.3.1.3 2

点)。漁業による生態系全体への影響については、総漁獲量の低下が認められ、平均栄養段階

も大きく変動していたが、評価対象漁法によるトラフグの漁獲が要因とは認められなかった

(2.3.2 5 点)。海底環境への影響については漁獲物の平均栄養段階が増加傾向にあり、生態

系構造の変化が認められた(2.3.4 5 点)。水質環境への負荷は軽微であると判断される

(2.3.5 4 点)。大気環境への影響については、軽微であると判断された (2.3.6 4 点)。 

 

評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

トラフグの漁法別海域別漁獲量統計は存在しない。「九州・山口北西海域トラフグ資源回復計

画」(農林水産省 2010)によれば、トラフグの漁法は、九州・山口北西海域では主に浮縄、及

び底はえ縄、沿岸では定置網、底びき網、釣り、刺網とある。2018 年の東シナ海区における

ふぐ類漁獲量を見ると(農林水産省 2019)、「その他漁業」の 25％が不明なため、これを除い

て計算すると、その他はえ縄(49.7%)、その他釣り(14.4%)、小型定置網(9.5%)、小底(5.5%)で

ふぐ類漁獲量の 75％を超える。これら漁法は、上記資源回復計画の記述と一致するため、は

え縄、釣り、小型定置網、小底を評価対象とする。 

②  評価対象海域の特定 

片町ほか(2020)によるトラフグ県別漁獲量を見ると、山口県の日本海側を含む東シナ海区が

64.7％を占める。よって評価対象海域は東シナ海区とする。 

③ 評価対象漁業と生態系に関する情報の集約と記述 

1) 漁具、漁法 

・はえ縄：浮はえ縄と底はえ縄がある。浮はえ縄は浮標と幹縄をつなぐ浮標縄の長さは 15～

27m、針の数は 60 本。底はえ縄は浮標縄の長さは水深の 1.5～2 倍、針の数は 50～70 本であ

る。一鉢分の長さは 250～400m で、一度の操業で 50～80 鉢を使用する(金田 2005)。 

・釣り：鹿児島県では、餌を食わす一本釣りと、餌を付けた針の下に掛け針を下げた引っ掛

け釣りがある(鹿児島県 2000)。 

・小型定置網：海岸と直角に張った垣網で沖の身網部に魚を誘導し漁獲する設置性の漁具で

ある。小型定置網は身網部の水深が 27m以浅である。 
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・小底：手繰 1種、2種、3種及び板びきの 4漁法がある(東海 1993)。手繰 1 種は網口開口

装置を有しない「かけまわし」、手繰 2種、3 種、板びきは開口装置としてビーム、桁及びオ

ッターボードを有する(東海 1993)。 

2) 船サイズ、操業隻数、総努力量 

・はえ縄：とらふぐはえ縄の 2009 年度の承認隻数(5 トン以上)、及び届け出隻数は以下のと

おり。10 トン以上：100、5～10 トン：132、3～5 トン：121、3 トン未満：12、合計 365 隻で

あった(農林水産省 2010)。総努力量は不明。 

・釣り：鹿児島県の引っ掛け釣りの例では 1.16 トン(鹿児島県 1987)。操業隻数、総努力量

は不明。 

・小型定置網：2018 年の東シナ海区における経営体数は 609、漁船のサイズは 3～5トンが最

も多い(農林水産省 2019)。 

・小底：2018 年の東シナ海における経営体数は 972、漁船のサイズは 3～5 トンが最も多い(農

林水産省 2019)。 

 

3) 主要魚種の年間漁獲量 

2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による、東シナ海区における漁獲量上位の魚種は以

下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

さば類 122,166 27.9 

マアジ 53,897 12.3 

カタクチ 39,979 9.1 

ウルメイワシ 23,704 5.4 

マイワシ 22,874 5.2 

ぶり類 19,972 4.6 

総漁獲量 438,092 100 

 

4) 操業範囲：大海区、水深範囲 

・はえ縄：東シナ海区。以前は東シナ海・黄海を漁場としたが、新日韓(1999 年)･日中

(2000 年)漁業協定以降は我が国 EEZ 内に限られている(片町ほか 2020)。 

・釣り、小底、小型定置網：東シナ海区。沿岸域。 

5) 操業の時空間分布 

・はえ縄：12 月～翌年 3月に 0歳魚以上が漁獲される。九州・山口北西海域では 9 月～翌

年 3月に主に 0歳魚が漁獲される(片町ほか 2020)。 
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・釣り、小底、小型定置網：福岡湾、有明海、八代海等で 3～6月に 2 歳以上の成熟個体が定

置網、釣り等で、7月～翌年 1月に 0歳魚が定置網、小底、釣り、はえ縄で漁獲される(片

町ほか 2020)。 

6) 同時漁獲種 

・はえ縄：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における「その他のはえ

縄」の漁獲量上位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

ぶり類 1,407 26.8 

チダイ・キダイ 407 7.8 

マダイ 405 7.7 

あまだい類 395 7.5 

ふぐ類 272 5.2 

総計 5,243 100 

ただし、魚種ごとに漁場、漁期、設置水深、針の大きさ等が異なると考えられるため、これら

の魚種がトラフグはえ縄の混獲種ということではない。ふぐはえ縄の専業船については、季

節・漁場等によりサバフグ、マフグ等を対象としているとされる(農林水産省 2010)。 

・釣り：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における「その他の釣」

の漁獲量上位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

ぶり類 1,708 19.0 

イサキ 803 8.9 

マダイ 670 7.4 

マアジ 607 6.7 

キハダ 549 6.1 

さば類 497 5.5 

サワラ 289 3.2 

総計 9,011 100 

ただし、はえ縄同様魚種ごとに漁場、漁期、漁法、針の大きさ等が異なると考えられるため、

これらの魚種がトラフグ釣りの混獲種ということではない。 

・小底：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における小底の漁獲量上

位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

その他のえび類 543 13.2 

マダイ 330 8.0 

チダイ・キダイ 259 6.3 

その他のいか類 175 4.2 

総計 4,124 100 

 

・小型定置網：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における小型定置
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網の漁獲量上位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

マアジ 2,172 20.6 

ブリ 1,690 16.0 

その他のいか類 925 8.8 

さば類 584 5.5 

総計 10,553 100 

以上の表で、「その他のえび類」とはイセエビ、クルマエビ以外のえび類、「その他のいか類」

とはスルメイカ、アカイカ以外のいか類である。 

以上の農林水産統計では主要な魚種しか特定されないが、小底と小型定置網では漁獲量が第

1 位の種が全体のそれぞれ 13.2％(その他のえび類)、20.6％(マアジ)と低く、漁獲物の多様

性が高いと考えられる。そこで山口県響灘における小底、並びに小型定置網の漁獲物調査か

ら(土井ほか 2015a,b)、小底､小型定置網の漁獲物の中で出現頻度が比較的高い生物を以下に

列挙する｡頻度の欄で､++は頻繁､+はやや頻繁､-は普通である｡稀、やや稀とされる種は省略し

た。利用種、非利用種については、対象種のサイズ等を基に事務局の判断で分別した。表中

種名が太字になっている種は農林水産統計での漁獲量も多い種(類)である。 

○小底 (++: 頻繁､+: やや頻繁､-: 普通) 

 魚種名 頻度 利用種 非利用種 

マダイ ++ - 
 

シログチ ++ - 
 

タマガンゾウビラメ ++ - 
 

メイタガレイ ++ - 
 

カワハギ ++ - 
 

コモンサカタザメ + - 
 

アカエイ + - 
 

トカゲエソ + - 
 

ミノカサゴ + 
 

- 

コクチフサカサゴ + - 
 

オニオコゼ + - 
 

トカゲゴチ + - 
 

テンジクダイ + 
 

- 

マアジ + - 
 

シロギス + - 
 

ヒメジ + - 
 

クラカケトラギス + 
 

- 

ヒラメ + - 
 

ウマヅラハギ + - 
 

コモンフグ + - 
 

コウイカ + - 
 

以上を参考にすると、農林水産統計で上位の「その他のいか類」はコウイカが主ではないか

と考えられる。 
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○小型定置網(++: 頻繁､+: やや頻繁､-: 普通) 

 魚種名 頻度 利用種 非利用種 

アカエイ ++ -  

マアジ ++ -  

マダイ ++ -  

ヒラメ ++ -  

カワハギ ++ -  

コモンフグ ++ -  

アオリイカ ++   

カタクチイワシ + -  

ゴンズイ +  - 

スズキ + -  

ネンブツダイ +  - 

ムツ + -  

ブリ + -  

ショウサイフグ + -  

クサフグ +  - 

ミズクラゲ +  - 

以上を参考にすると、農林水産統計で上位の「その他のいか類」はアオリイカが主ではない

かと考えられる。 

7) 希少種 

環境省レッドデータブックを根拠とした。環境省による 2020 年レッドデータブック(環境省

2020a)掲載種の中で、生息環境が東シナ海区と重複する動物は以下のとおりである。 

爬虫類 

  アカウミガメ(EN)、アオウミガメ(VU) 

鳥類 

ウミスズメ(CR)、アカアシカツオドリ(EN)、ヒメクロウミツバメ(VU)、コアジサシ

(VU)、ベニアジサシ(VU)、エリグロアジサシ(VU)、カンムリウミスズメ(VU)、ズグ

ロカモメ(VU)  
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2.1 操業域の環境・生態系情報，科学調査，モニタリング 

2.1.1 基盤情報の蓄積 

評価対象水域である東シナ海は、我が国周辺の多獲性浮魚類の重要な産卵海域及び育成場

であることから農林水産省農林水産技術会議委託プロジェクト研究「海洋生物資源の変動要

因の解明と高精度変動予測技術の開発」(2000～2006 年)の対象海域となる(農林水産技術会

議事務局 2008)など、海洋環境と生態系、魚類生産に関する研究の歴史は古い。したがって

4点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報は

ない 

 部分的だが利

用できる情報

がある 

リスクベース評価

を実施できる情報

がある 

現場観測による時系列データや生

態系モデルに基づく評価を実施で

きるだけの情報が揃っている 

 

2.1.2 科学調査の実施 

当該海域では生態系モデリングに関する研究は未着手であるが、海洋環境及び漁業資源に

関する調査が水産機構の調査船によって毎年実施されている。その規模は平成 28 年度では、

当該海域に関係する卵稚仔調査、浮魚類調査、底魚類調査、大型くらげ類調査で 10 航海(延

べ 122 日)実施された(水産機構 内部資料)。また沿岸各県によって毎月水温、塩分等の定線

観測が実施されている(山口県水産研究センター外海研究部 2020, 福岡県水産海洋技術セン

ター 2020, 長崎県総合水産試験場 2020, 熊本県水産研究センター 2020)。したがって 4点

とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

科学調査は

実施されて

いない 

 海洋環境や生態系につい

て部分的・不定期的に調

査が実施されている 

海洋環境や生態系に関

する一通りの調査が定

期的に実施されている 

海洋環境モニタリングや生

態系モデリングに応用可能

な調査が継続されている 

 

2.1.3 漁業活動を通じた海洋環境・生態系のモニタリング 

統計法に則り行政機関により県別・漁業種類別・魚種別漁獲量等が調査され公表されてい

る。しかし、これだけでは混獲や漁獲物組成に関する情報は十分得られていないため 3 点と

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業活動から

情報は収集さ

れていない 

 混獲や漁獲物組成等

について部分的な情

報を収集可能である 

混獲や漁獲物組成等

に関して代表性のあ

る一通りの情報を収

集可能である 

漁業を通じて海洋環境や生

態系の状態をモニタリング

できる体制があり、順応的

管理に応用可能である 
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2.2 同時漁獲種への影響 

2.2.1 混獲利用種への影響 

・はえ縄 

 ふぐはえ縄の専業船がトラフグ以外に漁獲するとされるサバフグ属フグ、マフグを混獲利

用種とする。サバフグ属フグ、マフグは福岡市中央卸売市場におけるさばふぐ類、なめらふ

ぐ類の取扱量を用いて CA 評価を行った。 

はえ縄混獲利用種に対するCA評価 

評価対象漁業 はえ縄 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 サバフグ属フグ、マフグ 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲利用種への影響 

評価対象要素 

資源量 2 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 サバフグ属フグ、マフグともに市場での取扱量が減少していることから2点とする。 

評価根拠 

福岡市中央卸売市場で取り扱われたさばふぐ類(サバフグ属フグとみなす)、なめら

ふぐ類(マフグとみなす)の量は図2.2.1aのとおりである(福岡市農林水産局 

2021)。図には同時に同市場で扱ったとらふぐ類の量も示す。 

 
 図2.2.1a 福岡市中央卸売市場 ふぐ類取扱量 

 

図を見るとさばふぐ類、なめらふぐ類の取扱量ともに長期的に見て減少傾向であ

る。ちなみにトラフグについては、日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源状態は

低位・減少傾向とされている(片町ほか 2020)。 

混獲利用種とみなしたサバフグ属フグ、マフグともに長期的に見て市場の取扱量が

減少傾向であることから、資源状態も懸念される状態と考え2点とする。 
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 釣りにおける混獲利用種は不明であるが、規模が網漁業、はえ縄に比べ大きくないと考え

られ、魚種に対する選択制が強い漁法であると考えられるため、他魚種への影響は軽微と考

え 4 点とする。 

・小底 

東シナ海区において農林水産統計で漁獲量が上位のその他のえび類、マダイ、チダイ・キ

ダイ、その他のいか類(コウイカとする)のほか、山口県響灘での調査結果(土井ほか 2015a)

から頻繁、やや頻繁とされるシログチ、タマガンゾウビラメ、メイタガレイ、カワハギ、コモ

ンサカタザメ、アカエイ、トカゲエソ、コクチフサカサゴ、オニオコゼ、トカゲゴチ、マア

ジ、シロギス、ヒメジ、ヒラメ、ウマヅラハギ、コモンフグを混獲利用種と考えた。このう

ち、マダイ、メイタガレイ(かれい類)、トカゲエソ(えそ類)、マアジ、ヒラメ、ウマヅラハギ

は資源評価結果を利用、えび類、チダイ・キダイは農林水産統計を利用、シログチ(ぐち類)、

カワハギ(かわはぎ類)、コモンサカタザメ(えい類)、アカエイ(えい類)、コクチフサカサゴ

(かさご類)、オニオコゼ(かさご類)、トカゲゴチ(こち類)、シロギス(きす類)、コモンフグ

(その他ふぐ類)、コウイカ(こういか類)は福岡市中央卸売市場取扱量を、それぞれ利用して

CA 評価を行い、タマガンゾウビラメ、ヒメジについては生産性等の生物特性を基に PSA 評価

を行った。トラフグは 9 月～翌年 5 月に漁獲対象となるが、全魚種とも季節を問わず年間で

の漁獲量を用いる。 

 

小底混獲利用種に対するCA評価 

評価対象漁業 小底 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 

マダイ、チダイ・キダイ、シログチ、メイタガレイ、カワハギ、コモンサカタザ

メ、アカエイ、トカゲエソ、コクチフサカサゴ、オニオコゼ、トカゲゴチ、マア

ジ、シロギス、ヒラメ、ウマヅラハギ、コモンフグ、コウイカ、その他のえび類

(イセエビ、クルマエビ以外) 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲利用種への影響 

評価対象要素 

資源量 2 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 
ウマヅラハギ、かれい類、えそ類、かさご類、こういか類、その他ふぐ類で資源状

態が懸念されるか減少傾向が見られるため2点とする。 

評価根拠 

マダイ(日本海西部・東シナ海系群)、マアジ(対馬暖流系群)、ヒラメ(日本海西

部・東シナ海系群)、ウマヅラハギ(日本海・東シナ海系群)については単独で、メ

イタガレイ、トカゲエソについては、かれい類(東シナ海)、えそ類(東シナ海)とし

て評価されている。その結果は以下のとおりである。 

 

・マダイ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、
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2025年の親魚量、資源量は増加するとされる(中川・吉村 2020a)。 

・マアジ対馬暖流系群：コホート解析による1973年以降の資源量評価結果から資源

の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、2025年の親魚

量、資源量は増加するとされる(依田ほか 2020)。 

・ヒラメ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は横ばいとされ、現状の漁獲圧が続いた場合、

2025年の親魚量、資源量はやや増加するとされる(中川・吉村 2020b)。 

・ウマヅラハギ日本海・東シナ海系群：中国・韓国のかわはぎ類の漁獲量(ウマヅ

ラハギが大半を占める) から判断した資源水準は低位、定置網漁業のCPUEから判断

した資源動向は横ばいとされた(酒井ほか 2020)。 

・かれい類 東シナ海：メイタガレイのほかにムシガレイ、ナガレメイタガレイを

含むかれい類について、MARSSモデルで解析した資源水準は低位・動向は横ばいと

される(青沼ほか 2020)。 

・えそ類 東シナ海：トカゲエソのほかにワニエソ、マエソ、クロエソ等を含むえ

そ類について、MARSSモデルで解析した資源水準は低位・動向は横ばいとされる(青

沼ほか 2020)。 

 

チダイ・キダイ、その他えび類(イセエビ、クルマエビ以外のえび類)については、

農林水産統計による漁獲量の変動を示す(図2.2.1b)。 

 
 図2.2.1b 農林水産統計による東シナ海区での漁獲量 

 

図には、中位・増加傾向とされるマダイの東シナ海区の漁獲量も示した。 

長期的にみてもマダイは緩やかに増加傾向を示している。チダイ・キダイは緩やか

に減少傾向を示しているが資源状態が懸念される減少傾向とは考えられない。その

他のえび類は2012年までは横ばいであったが、その後、増加傾向を示している。 

 

シログチ(ぐち類)、カワハギ(かわはぎ類)、コモンサカタザメ・アカエイ(えい

類)、コクチフサカサゴ・オニオコゼ(かさご類)、トカゲゴチ(こち類)、シロギス

(きす類)、コモンフグ(その他ふぐ類)、コウイカ(こういか類)については、福岡市

中央卸売市場における取扱量(福岡市農林水産局 2021)を東シナ海における漁獲量

の指標とみて採用した。カッコ内が統計情報における呼称である。その他ふぐ類と

は、さばふぐ類、とらふぐ類、なめらふぐ類、なごやふぐ類以外のフグである。 

 

図を見ると、明らかに増加傾向の種は見当たらず、かわはぎ類、ぐち類(図2.2.1c-
1)、こち類、えい類(図2.2.1c-2)は定向的な変化は見られず、かさご類、こういか類

(図2.2.1c-1)、その他ふぐ類(図2.2.1c-2)は明瞭に減少傾向が見られる。 
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  図2.2.1c-1 福岡市中央卸売市場での取扱量(1) 

 
  図2.2.1c-2 福岡市中央卸売市場での取扱量(2) 

 

 タマガンゾウビラメ、ヒメジについては、豊度に関する時系列データがなかったため PSA

評価を行いリスクは中程度という結果であった(表 2.2.1a-1, 表 2.2.1a-2)。 

表2.2.1a-1 小底混獲利用種のPSA評価 
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ス
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（
幾
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平
均
）
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リスク区分

タマガンゾウビラメ 脊椎動物 1 1 2 1 1 1 3 - 1.43 2 3 2 3 2.45 2.84 中程度
ヒメジ 脊椎動物 1 1 2 1 1 1 2 - 1.29 2 3 2 3 2.45 2.77 中程度

2.80 中程度

対象漁業 小型底びき網

対象海域 東シナ海区

PSAスコア全体平均
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表2.2.1a-2 混獲利用種の生産性に関する生物特性値 

 魚種名 成熟開

始年齢 

最大

年齢 

抱卵数

／年 

最大

体長 

成熟

体長 

繁殖戦

略 

栄養

段階 

出典 

タマガンゾウビラ

メ 

1年 10年
未満? 

100～
20,000(?) 

21cm 11cm 分離浮

性卵 
3.5 落合･田中 

(1998) 

ヒメジ 0.7年 10年
未満? 

100～
20,000(?) 

20cm 9cm 分離浮

性卵 
3 石田 (1986), 橋

本ほか (1985) 

 

なお、採点要領は表 2.2.1b のとおりである。 

表2.2.1b PSA評価採点 

  P(生産性スコア) 1(高生産性) 2(中生産性) 3(低生産性) 

P1 成熟開始年齢 < 5年 5-15年 > 15年 

P2 最高年齢(平均) < 10歳 10-25歳 > 25歳 

P3 抱卵数 > 20,000卵／年 100-20,000卵／年 < 100卵／年 

P4 最大体長(平均) < 100 cm 100-300 cm > 300 cm 

P5 成熟体長(平均) < 40 cm 40-200 cm > 200 cm 

P6 繁殖戦略 浮性卵放卵型 沈性卵産み付け型 胎生・卵胎生 

P7 栄養段階 < 2.75 2.75-3.25 > 3.25 

P8 密度依存性 (無脊椎動

物のみ適用) 

低密度における補償

作用が認められる 

密度補償作用は認

められない 

低密度における逆補償作

用(アリー効果)が認めら

れる 

P Pスコア総合点 算術平均により計算する =(P1+P2+…Pn)/n 

  S(感受性スコア) 1(低感受性) 2(中感受性) 3(高感受性) 

S1 水平分布重複度 < 10 % 10-30 % > 30% 

S2 鉛直分布重複度 漁具との遭遇確率

は低い 

漁具との遭遇確率

は中程度 

漁具との遭遇確率は高

い 

S3 漁具の選択性 成熟年齢以下の個

体は漁獲されにく

い 

成熟年齢以下の個

体が一般的に漁獲

される 

成熟年齢以下の個体が

頻繁に漁獲される 

S4 遭遇後死亡率 漁獲後放流された

個体の多くが生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後放流された

個体の一部が生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後保持される，も

しくは漁獲後放流され

ても大半が死亡する 

S Sスコア総合点 幾何平均により計算する '=(S1*S2*...Sn)^(1/n) 

  PSAスコア < 2.64 低い 2.64-3.18 中程度 > 3.18 高い 

  PSAスコア総合点 PとSのユークリッド距離として計算する '=SQRT(P^2 +S^2) 

  全体評価 PSAスコア全体平均値及び高リスク種の有無に基づき評価する 

以上のとおり、評価した魚種の中で、ウマヅラハギ、かれい類、えそ類、かさご類、こうい

か類、その他ふぐ類では資源状態が懸念される、あるいは定向的な減少傾向が見られるため、

小底の総合評価は 2点とする。 

・小型定置網 

東シナ海区において農林水産統計で漁獲量が上位のマアジ、ブリ、その他のいか類(アオリ

イカとする)、さば類のほか、山口県響灘での調査結果(土井ほか 2015b)から頻繁、やや頻繁

とされるアカエイ、マダイ、ヒラメ、カワハギ、コモンフグ、カタクチイワシ、スズキ、ム

ツ、ショウサイフグを混獲利用種と考え CA 評価を行った。トラフグ漁期は 9 月～翌年 5月で
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あるが、全魚種とも季節を問わず年間での漁獲量を用いた。 

小型定置網混獲利用種に対するCA評価 

評価対象漁業 小型定置網 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 
マアジ、ブリ、アオリイカ、さば類、アカエイ、マダイ、ヒラメ、カワハギ、コモ

ンフグ、カタクチイワシ、スズキ、ムツ、ショウサイフグ 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲利用種への影響 

評価対象要素 

資源量 3 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 
カタクチイワシの資源状態が懸念され、その他ふぐ類の市場での取扱量が

減少傾向であったため3点とする。 

評価根拠 

マアジ(対馬暖流系群)、ブリ、さば類(マサバ(対馬暖流系群)、ゴマサバ(東シナ海

系群))、マダイ(日本海西部・東シナ海系群)、ヒラメ(日本海西部・東シナ海系

群)、カタクチイワシ(対馬暖流系群)については資源評価が行われている。その結

果は以下のとおりである。 

 

・マアジ対馬暖流系群：コホート解析による1973年以降の資源量評価結果から資源

の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、2025年の親魚

量、資源量は増加するとされる(依田ほか 2020)。 

・ブリ：我が国周辺で1系群である。1952年以降の定置網の漁獲量から2018年の資

源水準は高位、コホート解析による最近5年間(2014～2018年)の資源量の推移か

ら、資源動向を減少と判断した。現状の漁獲圧が続いた場合、親魚量は減少傾向

が続くと予測される(久保田ほか 2020)。 

・マサバ対馬暖流系群：1973年以降の資源量評価結果から、資源の水準は、限界管

理基準値は上回っているが、目標管理基準値(SBmsy)は下回っている

(SB2018/SBmsy=238/310(千トン))。F2018はFmsyの1.24倍であるが、資源の動向

は増加傾向である(安田ほか 2020)。 

・ゴマサバ東シナ海系群：1992年以降の資源量評価結果から、資源の水準は、限界

管理基準値は上回っているが、SBmsyは下回っている(SB2018/SBmsy=87/109(千ト

ン))。F2018はFmsyの2.40倍であるが、資源の動向は増加傾向である(林ほか 

2020)。 

・マダイ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、

2025年の親魚量、資源量は増加するとされる(中川・吉村 2020a)。 

・ヒラメ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は横ばいとされ、現状の漁獲圧が続いた場合、

2025年の親魚量、資源量はやや増加するとされる(中川・吉村 2020b)。 

・カタクチイワシ対馬暖流系群：コホート解析により1977～2018年の資源量を推定

し、資源水準は低位、動向は減少とした。現状の漁獲圧が続く場合、2025年の資源

量、親魚量は大きく減少するとされた(黒田ほか 2020)。 

 

スズキについては、農林水産統計による漁獲量の変動を示す(図2.2.1d)。 

すずき類をスズキと見なせば、その漁獲量は近年は緩やかに減少傾向を示している

が、資源状態が懸念されるほどの減少率とはいえないであろう。 

アカエイ(えい類)、カワハギ(かわはぎ類)、コモンフグ・ショウサイフグ(その他ふ

ぐ類)、ムツ(むつ類)については、福岡市中央卸売市場における取扱量(福岡市農林
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水産局 2021)を東シナ海における漁獲量の指標とみて採用した。カッコ内が福岡市

の統計情報における呼称である。その他ふぐ類とは、さばふぐ類、とらふぐ類、な

めらふぐ類、なごやふぐ類以外のフグである。かわはぎ類、えい類、その他ふぐ類

については、小底の項で出たので図は省略するが、かわはぎ類(図2.2.1c-1)、えい類

(図2.2.1c-2)は定向的な変化は見られず、その他ふぐ類(図2.2.1c-2)は減少傾向が見ら

れる。ムツ(むつ類)の取扱量は図2.2.1eに示すが近年は横ばい状態で、資源が懸念さ

れる状態ではない。 

 
  図2.2.1d 農林水産統計による東シナ海区におけるすずき類漁獲量 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図2.2.1e 福岡市中央卸売市場でのむつ類取扱量 
 
以上のとおり、カタクチイワシの資源状態が懸念され、その他ふぐ類の市場

での取扱量が減少傾向であったため3点とする。 

 

アオリイカについては、豊度に関する時系列データがなかったため PSA 評価を行い、リス

クは中程度という結果であった(表 2.2.1c-1, 表 2.2.1c-2)。この結果、小型定置網は、総合

評価は 3点とする。 
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表2.2.1c-1 小型定置網混獲利用種のPSA評価 

 
表2.2.1c-2. 混獲利用種の生産性に関する生物特性値 
  成熟開

始年齢 
最大

年齢 
抱卵数/年 最大

体長 
成熟

体長 
繁殖戦略 栄養段

階TL 
密度依存性

(無脊椎) 
出

典 
アオリイカ 1年 6年 700～

1,400 
40cm 40cm

以下 
沈着粘性卵 4 不明 * 

＊日本水産資源保護協会(1983) 

 

以上のとおり、はえ縄 2 点､釣り 4 点､小底 2 点､小型定置網 3 点となったため､漁獲量によ

る重み付け平均値(2.48)を基に 2点とする｡ 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

混獲利用種の中に

資源状態が悪い種

もしくは混獲によ

る悪影響のリスク

が懸念される種が

多く含まれる 

混獲利用種の中に混獲によ

る資源への悪影響が懸念さ

れる種が少数含まれる。CA

やPSAにおいて悪影響のリ

スクは総合的に低いが、悪

影響が懸念される種が少数

含まれる 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が含ま

れない 

個別資源評価に基

づき、混獲利用種

の資源状態は良好

であり、混獲利用

種は不可逆的な悪

影響を受けていな

いと判断される 

 

2.2.2 混獲非利用種への影響 

・はえ縄 

 漁法の選択性が比較的高いことから、目立った混獲非利用種はないと考え 4 点とする。 

・釣り 

 はえ縄同様、漁法の選択性が高いと考えられることから目立った混獲非利用種はないと考

え 4 点とする。 

・小底 

 山口県響灘での調査結果より(土井ほか 2015a)、③ 6)に示した小底での漁獲種のうち頻

繁、かなり頻繁とされる種で非利用種と考えられるミノカサゴ、テンジクダイ、クラカケト

ラギスに対し PSA 評価を行い、いずれの種もリスクは低いという結果であった(表 2.2.2a-1, 表

2.2.2a-2)。 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

標準和名
脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟
開
始
年
齢

最
高
年
齢

抱
卵
数

最
大
体
長

成
熟
体
長

繁
殖
戦
略

栄
養
段
階

密
度
依
存
性

P
ス
コ
ア
総
合
点

（
算
術
平
均
）

水
平
分
布
重
複
度

鉛
直
分
布
重
複
度

漁
具
の
選
択
性

遭
遇
後
死
亡
率

S
ス
コ
ア
総
合
点

（
幾
何
平
均
）

PSA
スコア

リスク区分

アオリイカ 無脊椎動物 1 1 2 1 1 2 3 3 2.00 2 3 2 3 2.45 3.16 中程度

3.16 中程度

対象漁業 小型定置網

対象海域 東シナ海

PSAスコア全体平均
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表2.2.2a-1 小底 混獲非利用種のPSA評価 

 

表2.2.2a-2 混獲非利用種の生産性に関する生物特性値 

  成熟開

始年齢 

最大

年齢 

抱卵数/年 最大

体長 

成熟体

長 

繁殖戦

略 

栄養段

階TL 

密度依

存性* 

出典 

ミノカサゴ

(一部カサ

ゴで代用) 

2 8 5,000~ 
15,000 

27 20> 凝集浮

性卵 

3.5   水戸･内田
(1958), ** 

テンジクダ

イ 

1 5 100<(?) 7.8cm 7.8cm> マウス

ブリー

ダー 

3(?)   山田(1957), 
Kume et al. 
(2003) 

クラカケト

ラギス 

5>(?) 10> 
(?) 

20,000<(?) 20cm 20cm> 分離浮

性卵 
3.5   水戸(1956), 

多紀ほか
(2005) 

* 無脊椎動物のみ 
** 神港魚類株式会社 (2020) 

 

・小型定置網 

 山口県響灘での調査結果(土井ほか 2015b)より、③ 6)に示した小型定置網での漁獲種のう

ち頻繁、かなり頻繁とされる種で非利用種と考えられるゴンズイ、ネンブツダイ、クサフグ、

ミズクラゲについて PSA 評価を行い、いずれの種もリスクは低いという結果であった(表

2.2.2b-1, 表 2.2.2b-2)。 

表2.2.2b-1 小型定置網 混獲非利用種のPSA評価 

 

 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

標準和名
脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟
開
始
年
齢

最
高
年
齢

抱
卵
数

最
大
体
長

成
熟
体
長

繁
殖
戦
略

栄
養
段
階

密
度
依
存
性

P
ス
コ
ア
総
合
点

（
算
術
平
均
）

水
平
分
布
重
複
度

鉛
直
分
布
重
複
度

漁
具
の
選
択
性

遭
遇
後
死
亡
率

S
ス
コ
ア
総
合
点

（
幾
何
平
均
）

PSA
スコア

リスク区分

ゴンズイ 脊椎動物 1 1 2 1 1 2 3 - 1.57 2 3 1 3 2.06 2.59 低い
ネンブツダイ 脊椎動物 1 1 2 1 1 3 2 - 1.57 2 3 1 3 2.06 2.59 低い
クサフグ 脊椎動物 1 1 2 1 1 2 2 - 1.43 2 3 1 3 2.06 2.51 低い
ミズクラゲ 無脊椎動物 1 1 1 1 1 1 2 3 1.50 2 2 1 2 1.68 2.25 低い

2.49 低い

対象漁業 小型定置網

対象海域 東シナ海区

PSAスコア全体平均

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

標準和名
脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟
開
始
年
齢

最
高
年
齢

抱
卵
数

最
大
体
長

成
熟
体
長

繁
殖
戦
略

栄
養
段
階

密
度
依
存
性

P
ス
コ
ア
総
合
点

（
算
術
平
均
）

水
平
分
布
重
複
度

鉛
直
分
布
重
複
度

漁
具
の
選
択
性

遭
遇
後
死
亡
率

S
ス
コ
ア
総
合
点

（
幾
何
平
均
）

PSA
スコア

リスク区分

ミノカサゴ（カサゴ） 脊椎動物 1 1 2 1 1 1 3 - 1.43 2 3 1 3 2.06 2.51 低い
テンジクダイ 脊椎動物 1 1 2 1 1 3 2 - 1.57 2 3 1 3 2.06 2.59 低い
クラカケトラギス 脊椎動物 1 1 1 1 1 1 3 - 1.29 2 3 1 3 2.06 2.43 低い

2.51 低い

対象漁業 小型底びき網

対象海域 東シナ海区

PSAスコア全体平均
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表2.2.2b-2 混獲利用種の生産性に関する生物特性値 

小型定置 

非利用種 

成熟開

始年齢 

最大

年齢 

抱卵数

／年 

最大

体長 

成熟体

長 

繁殖戦

略 

栄養段

階TL 

密度依

存性* 
出典 

ゴンズイ 5>(?) 10>(?) 342 25cm 25cm> 沈着粘

性卵 
4 

 
森内･道津

(1973), 多紀

ほか (2005) 
ネンブツ

ダイ 

2 4 100<? 12cm 12cm> マウス

ブリー

ダー 

3 
 

鈴木・上野

(1987), 多紀

ほか (2005) 
クサフグ 5> 5 100<(?) 16cm 16cm> 沈性 3? 

 
今井･野中
(2015) 

ミズクラゲ 3> 3 30万 20cm 20cm> 幼生が

浮遊 
3 不明 石井 (2001) 

* 無脊椎動物のみ 

以上のとおり、混獲非利用種への影響について、はえ縄、釣りは 4 点、小底、小型定置網

についてはリスクは低いという結果であったため、総合評価は 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が多数

含まれる。PSAにおい

て悪影響のリスクが総

合的に高く、悪影響が

懸念される種が含まれ

る 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が少数

含まれる。PSAにおい

て悪影響のリスクは総

合的に低いが、悪影響

が懸念される種が少数

含まれる 

混獲非利用種の中に

資源状態が悪い種は

含まれない。PSAに

おいて悪影響のリス

クは低く、悪影響が

懸念される種は含ま

れない 

混獲非利用種の

個別資源評価に

より、混獲種は

資源に悪影響を

及ぼさない持続

可能レベルにあ

ると判断できる 

 

2.2.3 希少種への影響 

環境省が指定した絶滅危惧種のうち、評価対象水域と分布域が重複する種は、アカウミガ

メ、アオウミガメ、ウミスズメ、アカアシカツオドリ、ヒメクロウミツバメ、コアジサシ、

ベニアジサシ、エリグロアジサシ、カンムリウミスズメ、ズグロカモメである。これらの生

物について PSA でリスク評価したものが表 2.2.3a、その根拠となる生物特性等をまとめたも

のが表 2.2.3b である。表 2.2.3a のとおり、寿命の長いアカウミガメやアオウミガメで中程度

と判断されたが、全体的には希少種に対するリスクは低いと判断される。 

 以上のことから 4 点とする。 

表2.2.3a 希少種のPSA評価結果 

・はえ縄 
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・釣り 

 
 

・小底 

 
 

・小型定置網 

 
 

表2.2.3b 希少種の生産性に関する生物特性値 

種名 成熟開

始年齢

(年) 

最大

年齢

(年) 

抱卵

数 
最大

体長
(cm) 

成熟

体長
(cm) 

栄養

段階
TL 

出典 

アカウミガメ 35 70~80 400 110 80 4.0 岡本ほか (2019), 石原(2012), 
Seminoff (2004) 

アオウミガメ 20~50 70~80 400 100 92 2.1 岡本ほか (2019), 石原(2012) 
ウミスズメ 2 7 2 26 24 3.8 叶内ほか (1998), Preikshot 

(2005) 
アカアシカツオドリ 2 20+ 1 80 70 不明 高野 (1981) 
ヒメクロウミツバメ 2 6 1 20 19 3.6 浜口ほか (1985), Klimkiewicz 

et al. (1983) 
コアジサシ 3 21 2.5 28 22 3.8 Clapp et al. (1982), 高野(1981) 
ベニアジサシ 不明 23 1–3 76 67 不明 山階鳥類研究所 (2017) 
エリグロアジサシ 不明 23 2 76 67 不明 山階鳥類研究所 (2017) 
カンムリウミスズメ 2 7 2 26 24 3.8 叶内ほか (1998), Preikshot 

(2005) 
ズグロカモメ <11.5 11.5 3 30 <30 不明 BirdLife International (2018) 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

希少種の中に資源状態が

悪く、当該漁業による悪

影響が懸念される種が含

まれる。PSAやCAにおい

て悪影響のリスクが総合

的に高く、悪影響が懸念

される種が含まれる 

希少種の中に資源状態

が悪い種が少数含まれ

る。PSAやCAにおいて

悪影響のリスクは総合

的に低いが、悪影響が

懸念される種が少数含

まれる 

希少種の中に資源状

態が悪い種は含まれ

ない。PSAやCAにおい

て悪影響のリスクは

総合的に低く、悪影

響が懸念される種は

含まれない 

希少種の個別

評価に基づ

き、対象漁業

は希少種の存

続を脅かさな

いと判断でき

る 

 

2.3 海洋環境・生態系への影響 

2.3.1 食物網を通じた間接影響 

2.3.1.1 捕食者への影響 

トラフグは肝臓、生殖巣等に毒を有する魚であるため、これを餌としている海洋生物はほ

ぼ存在しないのではないかと考えられる。そのため 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多数の捕食者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の捕食者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁業の

漁獲・混獲によって

捕食者が受ける悪影

響は検出されない 

生態系モデルベースの評価に

より、食物網を通じた捕食者

への間接影響は持続可能なレ

ベルにあると判断できる 

 

2.3.1.2 餌生物への影響 

トラフグの餌生物としては、カタクチイワシ、マイワシ等の魚類、えび類、かに類が挙げ

られる(日本水産資源保護協会 1983)。ここではマイワシ、カタクチイワシ、えび類、かに類

について CA 評価を行った(表 2.3.1.2)。農林水産統計ではえび類はイセエビ、クルマエビ以

外のえび類で、かに類はズワイガニ、ベニズワイガニ、がざみ類以外のかに類であるが、東

シナ海では漁獲統計に計上されそうなかに類の大半はワタリガニ科のヒラツメガニ、ほかに

アカイシガニ等である(山本･長澤 2015)。水揚げの対象とならない小型のかに類については省

略した。 

表2.3.1.2 餌生物のCA評価結果 

評価対象漁業 はえ縄、釣り、小底、小型定置網 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 マイワシ、カタクチイワシ、えび類、かに類 

評価項目番号 2.3.1.2 

評価項目 餌生物への影響 

評価対象要素 資源量 3 

  再生産能力   

  年齢・サイズ組成   

  分布域   

  その他      
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評価根拠概要 かに類の漁獲量が減少傾向であることから3点とする。 

評価根拠 マイワシ(対馬暖流系群)、カタクチイワシ(対馬暖流系群)は資源評価が行われて

おり、その結果は以下のとおりである。 

 

・マイワシ対馬暖流系群：1960～2018年の資源量、親魚量をコホート解析で推定

し、資源水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、2025

年の資源量、親魚量は、いずれも2019年の倍以上に増加すると予測されている(高

橋ほか 2020)。 

・カタクチイワシ対馬暖流系群：コホート解析により1977～2018年の資源量を推

定し、資源水準は低位、動向は減少とした。現状の漁獲圧が続く場合、2025年の

資源量、親魚量は大きく減少するとされた(黒田ほか 2020)。 

マイワシ対馬暖流系群(高橋ほか 2020)、カタクチイワシ対馬暖流系群(黒田ほか

2020)、及びトラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群(片町ほか 2020)の資源量

の変化を図示すると図2.3.1.2aのとおりである。図にはマイワシとカタクチイワ

シの合計の値(いわし類)も示した。トラフグ、カタクチイワシは減少傾向である

のに対し、マイワシは増加傾向であることが見て取れる。 

 
  図2.3.1.2a いわし類、トラフグの資源量 

 

えび類、かに類については、農林水産統計による東シナ海区のその他えび類、そ

の他かに類の漁獲量を図2.3.1.2bに示す。トラフグ資源量、かに類漁獲量が減少

傾向であるのに対し、えび類は変動しながらも増加傾向を示している。 

 
  図2.3.1.2b えび類、かに類漁獲量、及びトラフグ資源量 
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以上のように、トラフグ資源は減少しているのに対し、マイワシ、えび類は増

加、カタクチイワシ、かに類は減少傾向であった。 

いわし類については、その資源量がトラフグの百～数百倍あることからボトムア

ップ的な資源量制御が働いている可能性はあるもののその逆はありそうもない。

したがってトラフグ資源の増減がトップダウン的にいわし類の資源変動を引き起

こしている可能性は低いであろう。えび類、かに類については、その増減がトラ

フグ資源の減少と関係しているか否か不明である。しかし、かに類の漁獲量が減

少傾向であることを考慮し、本項目は3点とする。 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多数の餌生物に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

一部の餌生物に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

CAにより対象漁業

の漁獲・混獲によ

って餌生物が受け

る悪影響は検出さ

れない 

生態系モデルベースの評価に

より、食物網を通じた餌生物

への間接影響は持続可能なレ

ベルにあると判断できる 

 

2.3.1.3 競争者への影響 

 東シナ海で漁獲量が多い魚種の中には、トラフグと食性が類似した回遊性の強い種は見当

たらない。そこでふぐはえ縄の混獲種としたサバフグ、マフグを競争種とみなした。これら

の種は 2.2.1 で扱ったとおりで、福岡市中央卸売市場の取扱量でみる限り、トラフグ同様減少

傾向である。したがって 2 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施で

きない 

多数の競争者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の競争者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁

業の漁獲・混獲

によって競争者

が受ける悪影響

は検出されない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた競争者への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 

 

2.3.2 生態系全体への影響 

 図 2.3.2a に示した評価対象海域における漁獲物の栄養段階組成をみると、東シナ海区では

漁獲は TL2.5-3.5 に属する生物で多く、図 2.3.2b で約 53%を占める栄養段階 2 程度のマイワ

シやさば類とマアジが寄与していることがわかる。 

 評価対象海域の総漁獲量と漁獲物平均栄養段階(MTLc)を見ると、東シナ海区では、総漁獲

量に有意な減少(p < 0.05)が認められる(図 2.3.2c)。MTLc も大きく変動しており、2009 年以

降増大し、2015 年以降低下した。評価対象海区内において、2009～2014 年にカタクチイワシ

の漁獲量が減少したことが同期間の MTLc を引き下げる要因となったと考えられる。評価対

象漁法によるトラフグの漁獲が要因とは考えがたいことから 5 点とする。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

対象漁業による影響の強

さが重篤である、もしく

は生態系特性の定向的変

化や変化幅拡大が起こっ

ていることが懸念される 

対象漁業による影響

の強さは重篤ではな

いが、生態系特性の

変化や変化幅拡大な

どが一部起こってい

る懸念がある 

SICAにより対象漁業

による影響の強さは

重篤ではなく、生態

系特性に不可逆的な

変化は起こっていな

いと判断できる 

生態系の時系列情

報に基づく評価に

より、生態系に不

可逆的な変化が起

こっていないと判

断できる 

 

図2.3.2a 評価対象海域における漁獲物の栄養段階組成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.2b 2018年の海面漁業生産統計に

基づく東シナ海区の漁獲物の種組成 
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図2.3.2c 海面漁業生産統計調査から求めた、評価対象海域における総漁獲量(上段)と漁獲物平均栄

養段階(下段)の推移 

 

2.3.3 種苗放流が生態系に与える影響 

種苗放流は漁獲量増加、資源回復等の効果が見込まれる反面、大量の人工種苗を天然の海

域に放流することにともなう自然界、海洋生態系への影響が指摘されている(北田 2001, 水産

総合研究センター･水産庁 2015)。ここでは、遺伝的健全性確保(2.3.3.1)、遺伝子撹乱回避

(2.3.3.2)、野生種への疾病蔓延回避(2.3.3.3)について評価を行う。 

2.3.3.1 種苗遺伝的健全性確保のための必要親魚量確保 

 トラフグの種苗生産では概ね漁獲物を用い、人工授精により採卵しているため、継代飼育

した親魚の使用による遺伝的多様性の低下リスクは低い。しかし、近年漁獲物には成熟した

人工種苗が高い割合で混入していることから、これらを排除するとともに可能な限り、親魚

数や採卵ロットを増やす努力が必要であり(水産総合研究センター･水産庁 2015)、これらの対

策が行われている。よって 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

継代した

人工魚を

親魚とし

ている 

 放流対象海域から

得た天然魚を親魚

としている。若し

くはPNIが0.3未満 

放流対象海域から得

た天然魚を親魚と

し、これを定期的に

入れ替えている 

放流対象海域から得た天然魚を

親魚とし、60尾以上を確保した

上で、これを定期的に入れ替え

ている。もしくはPNI0.5以上 

 

2.3.3.2 遺伝子撹乱回避措置 

トラフグは広い海域を移動・回遊する広域種であり、栽培漁業の重要魚種と位置づけられ
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るため、管理単位など、遺伝的多様性の詳細な検討が求められる。一方、本種は資源評価等

により 2 つの系群で管理されていること、回帰性が高いことから親魚、受精卵、精子、人工

種苗等の移動にあたっては、両系群の分布・回遊範囲を考慮して、その管理単位内にとどめ

るべきである。また、漁協等が民間業者から人工種苗を購入し自主的に放流する場合におい

ても、種苗の生産履歴を確認し、管理単位外や親魚の由来が不明な種苗の持ち込みがないよ

うに指導することが重要である。また、本種について人工種苗の放流による遺伝的なリスク

の存在は、詳細な検討が行われていないため、実態の把握が求められる(水産総合研究センタ

ー･水産庁 2015)。よって 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

親魚の属する系群

の分布域と異なる

海域(河川)にしば

しば種苗を放流し

ている 

親魚採捕海域(河

川)と種苗放流海

域(河川)が異なる

ことが稀にある 

 

 

系群構造は不明であ

るが、親魚採捕海域

(河川)と種苗放流海

域(河川)が同一であ

る 

系群(若しくは遺伝的に均

一集団)構造を把握した上

で、同一系群(集団)内での

親魚採捕、種苗放流を行っ

ている 

 

2.3.3.3 野生種への疾病蔓延回避措置 

種苗生産機関では、病原体の天然海域への拡散を避けるために、｢防疫的見地からみた放流

種苗に関する申し合わせ事項(Ⅰ)｣(栽培漁業技術開発推進事業全国協議会 1999)に基づき、種

苗生産過程で異常な死亡が認められなかった生産回次の種苗のみを放流している(西岡 2019)。

また、疾病防除及び種苗性向上を目的として、種苗どうしの噛み合いによる尾鰭欠損防除の

ための対策として、適正密度での飼育が行われている。よって 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚病診断体制、蔓延防止

措置ともに未整備である 

   魚病診断体制が整えられてお

り、蔓延防止体制がある 

 

2.3.4 海底環境への影響 

評価対象漁法のうち、小底は着底漁業である。東シナ海では、着底漁具による撹乱に対す

る海底環境の応答を評価するための長期的な時系列データ(多様度指数等)が利用可能でない

ため、SICA 評価を行った。 

評価対象漁業 小底 

評価対象海域 東シナ海区 

評価項目番号 2.3.4 

評価項目 海底環境 

空間規模スコア 1 

空間規模評価

根拠概要 

東シナ海区の小底の操業面積は、有明海(1,700km2)、八代海(1,200km2)、福岡湾

(133km2)の合計面積3,033km2であり、東シナ海の面積(902,083km2)の0.3%を占め

る。したがって空間規模は1である。 
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時間規模スコア 2 

時間規模評価

根拠概要 

東シナ海区における小底の操業日数は3〜6月、最大年間120日で、悪天候等によ

り制限されるが年間の約30%が操業日数であると考えると、時間規模スコアは2と

なる。 

影響強度スコア 2 

影響強度評価

根拠概要 

空間規模と時間規模のスコア、それぞれ1点、1点、漁法は小底であるから強度ス

コアを算出すると、S=(1*2*3)^(1/3) = 1.82となる。 

水深スコア 2 

水深スコア評

価根拠 

東シナ海におけるトラフグの漁獲水深は平均的に30ｍ以浅と考えられるためスコ

アは2となる。 

地質スコア 1 

地質スコア評

価根拠 

 

 

 

 

 

右図のとおり、東シナ海の底質

は軟質砂泥とみられることから

スコアは1とした(MIRC 2016)。 

 

地形スコア 2 

地形スコア評

価根拠 

 

 

 

 

 

 

 

水深データから算出した凹凸度

を指標とすると、地形は平坦な

海域と不規則な海域が混在して

いると考えられるためスコアは

2とした(MIRC 2016)。 

 

総合回復力 1.67 

総合回復力評 上記3要素の算術平均((2+1+2)/3)から総合回復力は1.67となった。 
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価根拠 

SRスコア 1(低い(2.60)) 

SRスコア評価

根拠 

S(規模と強度)とR(回復力)のユークリッド距離を求めると(SQRT(S^2＋R^2))2.47

となり、中程度との境界値2.64を下回るためスコアは1(影響強度は低度)となっ

た。 

Consequence 

(結果) 

スコア 

  

  

種構成 
 

機能群構成   

群集分布   

栄養段階組成 4 

サイズ組成   

Consequence 

評価根拠概要 

ここでは、小底のMTLcの経年変化をもとに栄養段階組成に着目して、影響強度の

結果を評価した。 

 
上図に示したように、小底の漁獲量は有意に減少、MTLcは有意な増加傾向が認め

られた。そのため結果スコアは2点とする 

総合評価 2   

総合評価根拠 

概要 

規模と強度(SI)の評価点は1と低いが、栄養段階組成から見た結果(C)は2点であ

り、生態系特性に変化が認められた。 

はえ縄、釣りは漁具が海底面に接触することは少なく、小型定置網もひきまわす操業形態

ではないことから影響は低いと考えいずれも 5 点とする。 

以上 4 漁法のスコアの漁獲量による重み付け平均(4.7)から本項目は 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

当該漁業による海底環

境への影響のインパク

トが重篤であり、漁場

の広い範囲で海底環境

の変化が懸念される 

当該漁業による海底環

境への影響のインパク

トは重篤ではないと判

断されるが、漁場の一

部で海底環境の変化が

懸念される 

SICAにより当該漁

業が海底環境に及

ぼすインパクトお

よび海底環境の変

化が重篤ではない

と判断できる 

時空間情報に基づ

く海底環境影響評

価により、対象漁

業は重篤な悪影響

を及ぼしていない

と判断できる 

 

2.3.5 水質環境への影響 

評価対象漁法による漁業関係法による検挙は認められなかったため(海上保安庁 2019)、水
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質環境への影響は軽微であると考えられ、4 点とする。 

種苗生産施設については、水質汚濁防止法等の施行状況によれば(環境省 2020b)、該当する

と思われる特定事業場に関する平成 30 年度の改善命令、違反はいずれも 0 件であったことか

ら 4 点と考えられる。このため総合評価も 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

多くの物質に関して対

象漁業もしくは、種苗

生産施設等からの排出

が水質環境へ及ぼす悪

影響が懸念される。も

しくは取り組み状況に

ついて情報不足により

評価できない 

 一部物質に関し

て対象漁業もし

くは、種苗生産

施設等からの排

出が水質環境へ

及ぼす悪影響が

懸念される 

対象漁業もしく

は、種苗生産施

設等からの排出

物は適切に管理

されており、水

質環境への負荷

は軽微であると

判断される 

対象漁業もしくは種苗生産施

設等からの排出物は適切に管

理されており、水質環境への

負荷は軽微であると判断され

るだけでなく、対象漁業もし

くは種苗生産施設等による水

質環境への負荷を低減する取

り組みが実施されている 

 

2.3.6 大気環境への影響 

長谷川(2010)によれば、我が国の漁業種類ごとの単位漁獲量・水揚げ金額あたり二酸化炭素

排出量の推定値は表 2.3.6 のとおりである。小底は 1.407 と我が国漁業の中では中程度の CO2

排出量となっているが評価対象種の漁獲割合は小さいため影響は軽微であると考えられる。

釣りについては、総トン数の小さい漁船によるため軽微であると考えられる。小型定置網に

ついては、網の設置及び揚網時に限定的に発生するのみと考えられることから大気環境への

影響は軽微であると判断できる。小底、釣り、小型定置網のすべてで大気環境への影響は軽

微であると考えられるため、4 点とする。 

表2.3.6 漁業種類別の漁獲量・生産金額あたりCO2排出量試算値(長谷川 2010による) 

漁業種類 t-CO2/t t-CO2/百万円 

小型底びき網縦びきその他 1.407 4.98 

沖合底き網１そうびき 0.924 6.36 

船びき網 2.130 8.29 

中小型１そうまき巾着網 0.553 4.34 

大中型その他の１そうまき網 0.648 7.57 

大中型かつおまぐろ1そうまき網 1.632 9.2 

さんま棒うけ網 0.714 11.65 

沿岸まぐろはえ縄 4.835 7.95 

近海まぐろはえ縄 3.872 8.08 

遠洋まぐろはえ縄 8.744 12.77 

沿岸かつお一本釣り 1.448 3.47 

近海かつお一本釣り 1.541 6.31 

遠洋かつお一本釣り 1.686 9.01 

沿岸いか釣り 7.144 18.86 

近海いか釣り 2.676 10.36 

遠洋いか釣り 1.510 10.31 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多くの物質に関して

対象漁業からの排出

ガスによる大気環境

への悪影響が懸念さ

れる 

一部物質に関し

て対象漁業から

の排出ガスによ

る大気環境への

悪影響が懸念さ

れる 

対象漁業からの排

出ガスは適切に管

理されており、大

気環境への負荷は

軽微であると判断

される 

対象漁業による大気環境へ

の負荷を軽減するための取

り組みが実施されており、

大気環境に悪影響が及んで

いないことが確認されてい

る 
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